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⑵ 対象敷地 
旧いこいの村いむた池施設跡地を対象とします。赤線囲み部が本区域です。 

 
⑶ 立地特性 ① 敷地 

  ア 藺牟田池湖畔に位置し、ラムサール条約登録湿地であり、自然環境・景観への配

慮が特に求められる立地です。 

 

宿泊施設本館エリア 

13874.73 ㎡ 

テニスコートエリア 

10,293 ㎡ 
従業員寮・弓道場エリア 

5158.6 ㎡ 

Ａ区域  

Ｂ区域  

Ｃ区域  
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６ 参加対象者   

⑴ 応募者 
特に業種の指定はありませんが、個人は提案者になることはできません。 

応募者は、事業者として提案事業を実施（企画・資金調達・開発）する能力を有する

単独法人あるいはグループ法人（複数法人の共同）とします。 

⑵ 応募資格 
 応募者は、以下に掲げる要件を全て満たしていることとし、グループ法人応募の場合

は、全構成員を対象とします。 

なお、資格判定の基準日は、応募申込書の提出日とします。 

① 参加者は、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項各号

に該当せず、かつ同条第 2 項の規定による入札参加制限を受けていない者 

② 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成 11年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと。ただし、更生手続開始決定又は再生手続開始決定を受け、本市の競争入札

参加資格を有している者を除く。 

③ 基準日において、納期の到来している国税、地方税、消費税及び地方消費税を完納

し、滞納がないこと。 

④ 次のアからケまでのいずれにも該当しない者 

ア  暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 役員等が暴力団員であると認められる法人又は個人 

エ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している法人又は個人 

オ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している法人又は個人 

カ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し、名目のいかんを問わず、金銭、物品その

他の財産上の利益を不当に提供し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積極的に

暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与している法人又は個人 

キ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している法人

又は個人 

ク 役員等が、暴力団又力団員であることを知りながら、これらを不当に利用してい

る法人又は個人 

ケ 前各号のいずれかに該当する者から委託又は依頼を受けて、本件への応募に参加

しようとする法人、団体又は個人 

⑤ 提案事業の実施に必要な経営基盤及び事業遂行能力を有する者であること。 

⑥ 過去１０年間に国または地方公共団体との契約において、自らの責めにより契約解

除された又は事業撤退を行った実績がないこと。 

 

⑶ 応募に関する留意事項 

① 費用負担 

  市場性調査に関する書類の作成、提出、ヒアリングへの参加その他応募に要する一

切の費用は、応募者の負担とします。 

② 応募書類の取扱い・著作権 

 応募書類の著作権は、それぞれの提案者に帰属しますが、提出された応募書類は返

却しません。本市は、結果概要の公表及び事業条件の検討以外の目的で応募書類を使

用せず、また、応募者の承諾なくその内容を第三者へ開示しません。 

  なお、応募書類及びヒアリングの詳細記録については、民間事業者のノウハウに

関する情報を含むことから、情報公開の対象といたしません。 

③ 特許権等 
 応募内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国及び外国の


















